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2020 年 12 月１日 

各 位 

会 社 名 株式会社 LIXIL 

代表者名 代表執行役社長 瀬戸 欣哉 

（コード番号 5938 東証・名証各一部） 

問合せ先 IR 室 室長 平野 華世 

（TEL．03－6706－7001） 

 

 

（開示事項の経過）完全子会社（株式会社 LIXIL）の吸収合併（簡易合併・略式合併）、 

および商号変更の完了に関するお知らせ 

 

2020 年３月 23 日付「完全子会社（株式会社 LIXIL）の吸収合併（簡易合併・略式合併）、商号変更および定

款の一部変更に関するお知らせ」にて公表いたしましたとおり、当社を存続会社とし、当社の連結子会社であ

る株式会社 LIXIL を消滅会社とする吸収合併について、2020 年 12 月１日付で予定どおり完了いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。  

また、本日 2020 年 12 月１日より存続会社である株式会社 LIXIL グループの商号を株式会社 LIXIL に変更い

たしましたので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

LIXIL は、その企業理念である、世界中の人びとのより豊かで快適な暮らしの実現に貢献し、持続的な成

長を実現するとともに、起業家精神にあふれた企業となることを目指しています。これを達成するため、当

社およびグループ会社では、迅速な意思決定ができる簡素な組織への変革を進めるとともに、コーポレー

ト・ガバナンスの強化、生産性と効率性の向上など、様々な取組みを行っております。 

この度の合併は、持株会社と事業会社の二層構造を解消することで、意思決定の迅速化を図るだけでな

く、経営および人的資源の重複をなくすことにより追加的な運営コストを削減し、経営効率の改善につなげ

ると共に、グループ経営体制を簡素化することにより、経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスの

強化を目的としたものです。 

 

 

２． 取締役・執行役の体制（2020 年 12 月１日現在、合併前の体制から変更はありません） 

氏名 取締役 執行役 担当業務・委員会等 

瀬戸 欣哉 取締役 代表執行役社長 Chief Executive Officer（CEO） 

松本 佐千夫 取締役 代表執行役 

副社長 

経理・財務・M&A 担当 兼  

Chief Financial Officer（CFO） 
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氏名 取締役 執行役 担当業務・委員会等 

ファ・ジン・ソン・

モンテサーノ 

（Hwa Jin Song 

Montesano） 

取締役 執行役専務 

 

人事・総務・広報・IR・渉外・コーポレートレス

ポンシビリティ担当 兼 Chief People Officer 

金澤 祐悟  執行役専務  マーケティング・デジタル・IT 担当 兼 

Chief Digital Officer 

ビジョイ・モハン 

（Bijoy Mohan） 

 執行役専務 LIXIL International 担当 

吉田 聡  執行役専務 LIXIL Housing Technology (LHT) Japan 担当 

大西 博之  執行役専務 LIXIL Water Technology (LWT) Japan 担当 

君嶋 祥子  執行役専務 法務・コンプライアンス担当 兼  

Chief Legal & Compliance Officer 

内堀 民雄 社外 

取締役 

 監査委員会委員 兼 報酬委員会委員 兼  

ガバナンス委員会委員 

鬼丸 かおる 社外 

取締役 

 ガバナンス委員会委員長 兼 指名委員会委員 兼 

監査委員会委員 

鈴木 輝夫 社外 

取締役 

 監査委員会委員長 兼  

ガバナンス委員会委員 

西浦 裕二 社外 

取締役 

 指名委員会委員長 兼 報酬委員会委員 兼 

ガバナンス委員会委員 

濱口 大輔 社外 

取締役 

 報酬委員会委員長 兼 指名委員会委員 兼 

ガバナンス委員会委員 

松﨑 正年 社外 

取締役 

 取締役会議長 兼 指名委員会委員 兼 

ガバナンス委員会委員 

 

３． 今後の見通し  

(1) 当社連結業績への影響 

本合併は完全子会社との合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

(2) 当社個別業績への影響 

当社が株式会社 LIXIL（消滅会社）を吸収合併した時点において、当社の個別決算上、「抱合せ株式消滅差

損益」を計上いたします。なお、具体的な金額は吸収合併直前の株式会社 LIXIL（消滅会社）の純資産額

により変動するため、現時点においては不明でありますが、当該損益は連結決算上で消去されるため、当

社連結業績への影響はありません。当社の個別業績（日本基準）への影響額について、今後開示すべき重

要な金額が生じた場合には、速やかに公表いたします。 

  

以上 


